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News来年4月から本格化する「無期転換ルール」に関する調査結果

改正労契法で定められたルール

2013 年に「改正労働契約法」が施行され、同法 18 条により、同じ事業主の下で
契約更新が繰り返されて通算 5 年を超えた有期契約労働者は、本人の申出により「無
期雇用」として働くことができるようになりました（いわゆる『無期転換ルール』）。

施行から 5 年が経過する来年（2018 年）4 月 1 日から本格的に、期間の定めのな
い労働契約（無期労働契約）に転換できる権利を有する労働者が生じることとなり
ますが、そんな中、連合から『有期契約労働者に関する調査報告』が発表されました。

ルールの認知度は？

この調査は、本格的に無期労働契約への転換が始まる前に、
有期契約労働者の改正労働契約法についての認知状況や考えを
把握するため、今年 4 月に実施されたものです（有効回答者数：
1,000 名）。

まず、『無期転換ルール』について、「ルールの内容まで知っ
ていた」は 15.9％にとどまっており、「ルールができたことは知っ
ているが、内容までは知らなかった」が 32.9％、「ルールがで
きたことを知らなかった」が 51.2％で、この 2 つを合計した『内
容を知らなかった』は 84.1% となっています。

ルールの対象者となる労働者の中ではまだまだ認知度が低い
ようです。

ルールに対する考え方

また、『無期転換ルール』についての考えを尋ねたところ、「契
約期間が無期になるだけで待遇が正社員と同等になるわけでは
ないから意味が無い」が 54.5% で最も割合が高く、次いで「無
期契約に転換できる可能性があるのでモチベーションアップに
つながる」が 37.1%、「契約更新して働き続ける可能性が狭まる」
が 31.3% となっています。

会社としての対応は？

いずれにしても来年 4 月からこの『無期転換ルール』の適用
が本格化するわけですから、「まだ何も対応していない」とい
う会社では、まずは対象となる従業員に対して制度（ルール）
を説明し、あわせて無期転換となる労働者の待遇の決定、規定
の整備等を行う必要があります。
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	 　 トラブルゼロへ！ 就業規則改定のポイント新連載

 第2回 　メンタル疾患に対応した休職規定

INFO 就業規則の見直しは当事務所（042-627-0521）までお気軽にご相談ください。

昨今、企業経営において社員のメンタルヘルス
をめぐるトラブルが増えています。そこで、就業
規則の休職規定の見直しが重要な課題といえます。
休職制度とは、病気などで労務に服させることが
不適当な事由が生じた場合、従業員の地位を維持
したまま一定の期間労務に服することを停止させ
る制度ですが、従来の就業規則の休職を規定した
条文では、メンタルヘルス対応に不十分なケース
が少なくありません。たとえば、次のような場合
です。

例1　休職→休職期間満了時に復職→すぐに
休職、を繰り返す社員

例2　「自分は大丈夫」と休職を拒否し、周囲
に悪影響を及ぼしている社員

こうした事態を踏まえ、休職制度を見直す際の
ポイントとして、次の４つが考えられます。

① 休職は本人の申し出ではなく、会社が命じ
ることとする

② 長期欠勤ではなく、「労務提供できない」こ
とを休職の理由とする

③ 休職期間の長さを再検討する
④ 再休職となった場合は、前後の期間を通算

する規定とする

そして、休職期間満了時の対応として、3 つのポ
イントがあります。

① 休職期間満了時に復職できないときは、「解
雇」ではなく「退職」扱いとする　

② 復職の判断は会社が行うこと
③ 復職における「治癒」の判断基準を明確に

しておく

■ 未然にトラブルを防止するための条文例

その上で、メンタルヘルスに対応した休職規定
として、次のような条文例が考えられます。

（抜粋）
第 a条
社員が次の各号に該当するときは休職とする。
なお、この規定は試用期間中の者には適用し
ない。

① 業務外の傷病による欠勤が継続、断続を問
わず１カ月を超え、なお療養を継続する必
要があるため勤務できないとき

② 業務外の傷病により完全な労務の提供がで
きず、回復に一定の時間を要すると認めら
れるとき

第b条
前条の定めによる休職期間は次のとおりとする。

① 前条第１号および第２号による休職の場合
	 勤続１年未満	 １カ月
	 勤続１年以上３年未満	 ３カ月
	 勤続３年以上 10年未満	 ６カ月
	 勤続 10年以上	 １年
② 前条第３号および第４号による休職の場合

会社が必要と認めた期間
２	 前項の規定に拘らず、会社が特に必要と認

めたときは、休職期間を延長することがある。

第 c条
第 a 条第１項および第２項により休職し、休
職期間が経過しても復帰できないときは退職
とする。
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 第10回 　市場環境適応業となるためのプロセス　その3

連  載	 　 【活人コンサルタントが指南】 中小企業の経営改善の進め方
活人コンサルタント　多摩労務管理事務所　所長　高橋 邦名

今 回 は 経 営 ビ ジ ョ ン の 策 定 に つ い て 説 明 し
ま す。経 営 ビ ジ ョ ン づ く り は 、経 営 者 に と っ て
難 易 度 の 高 い 分 野 で す が 、経 営 理 念 の 策 定 と
併 せ、最 も 重 要 な 経 営 課 題 で あ る と 言 え ま す。
つ ま り、経 営 理 念 や 経 営 ビ ジ ョ ン が 決 ま っ て
初 め て こ れ ら を 組 織 全 体 に 浸 透 や 共 有 さ せ る
と い う こ と が 課 題 と し て 明 確 に な り 、そ の 延
長 線 上 に、人 事 制 度 と 評 価 制 度 の 上 に 目 標 管
理 が 位 置 付 け さ れ る た め の 基 に な る 、「 経 営 計
画」というテー マ に つ な が っ て い き ま す 。

経 営 理 念 は 自 社 の 生 き 方 を 定 め た も の で あ
り、経 営 ビ ジ ョ ン で は 経 営 理 念 を 「 核 」と し な
が ら も、刻 々 変 化 す る 市 場 環 境 に 適 応 す る た
め の 商 品 開 発 を 適 宜 行 う こ と が テ ー マ と な り
ま す。謂 わ ば、ど の よ う に 商 品 開 発 を 行 え ば、
企 業 が 生 き 残 る こ と が で き る か 、差 別 優 位 性
を 図 る こ と が で き る か 、と い う 近 未 来 の 答 え
を求める普遍的 作 業 の 繰 り 返 し で す 。

松 下 電 器（ 現 パ ナ ソ ニ ッ ク ）の 創 業 者、松 下
幸 之 助 さ ん が 経 営 理 念 と し て「 う ち は 人 を つ
く る 会 社 で す 」と 言 っ て い た こ と を、前 々 回 紹
介 し ま し た。松 下 幸 之 助 さ ん は「 社 会 性、信 頼
性 が あ る、人 間 と し て 価 値 を 生 む 人 間 を つ く
る こ と が 本 業 で、併 せ て 電 気 製 品 も つ く っ て
い る 」と い う 意 味 で 言 っ た わ け で す が、松 下
幸 之 助 さ ん 曰 く、経 営 ビ ジ ョ ン と は、所 謂、副
業 で あ る 電 気 製 品 を つ く る と い う 部 分 に 関 わ
る、近未来像（目標）のようなものです。

具体的な策定プロセスとしては、経営理念の
エ ッ セ ン ス の 中 で、「 何 の た め に 経 営 す る か 」

「 ど の よ う な 会 社 に し た い か 」を 議 論 し て 経 営
理 念 が で き て く る た め、こ れ ら の 各 パ ー ツ を
再 確 認 し て い き ま す。こ れ に よ り 会 社 が ど の
よ う な 価 値 観 で 経 営 す る か が 明 確 と な り ま す
の で、そ の 延 長 で 経 営 ビ ジ ョ ン の 策 定 に 入 り
ま す。経 営 ビ ジ ョ ン を 策 定 す る 際 は、自 社 の 将
来 と 今 後 の マ ー ケ ッ ト を ど の よ う に 捉 え な が
ら作り上げていくかが重要になります。

経営ビジョン策定に際しては、経営理念を消
化 し、実 効 性 の あ る 自 社 の 実 現 プ ロ セ ス を 検
討 す る た め、経 営 理 念 策 定 時 と 同 じ メ ン バ ー
が3、4 日 ほ ど の 期 間 で 集 中 的 に 策 定 し ま す。自
社 の 特 性 を マ ー ケ ッ ト に 当 て は め、ど の マ ー
ケ ッ ト を 攻 め て い く か を 詳 細 に 分 析 し、検 討
し ま す。こ こ で、今 後 戦 略 的 に 取 り 組 む べ き
マーケットの定義をしっかり構築します。

実 例 を 挙 げ ま し ょ う。生 花 業 界 は ほ と ん ど
が 個 人 店 舗 で、「 適 当 に み つ く ろ っ て く だ さ
い 」「 お い く ら 分 で す か？」と い う 形 で、店 頭 に
訪 れ た お 客 さ ん の 注 文 に 沿 っ て 花 束 を つ く る
対 応 が 一 般 的 な 販 売 シ ス テ ム で し た。従 来 型
の 市 場 は、そ れ な り の 単 価 の 商 品 を オ ー ダ ー
メ ー ド で 売 る 商 売 が 一 般 的 で、と て も 生 産 性
の 向 上 を 期 待 で き る よ う な 仕 組 み で は あ り ま
せ ん で し た。つ ま り、原 価 は 安 い と し て も、手

企業活動活性化フローチャート

経営理念の策定

経営ビジョン
（３年後のあるべき姿）の策定

経営戦略の策定

経営計画の作成、
事業活性化の実行

人財育成プログラムの策定、
経営理念研修、
リーダーシップ研修、教育訓練
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強みを生かし差別優位性を確保する
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数 が か か る、コ ス ト の 掛 か る や り 方 だ っ た と い
えます。

し か し、当 事 務 所 の 顧 問 先 で も あ る 企 業 様 は
「 誰 で も、す ぐ に 、家 に 花 を 飾 れ る 」と い う 考 え
か ら、そ れ ま で の ビ ジ ネ ス モ デ ル を ま っ た く 変
え て し ま い、500 円 以 下 の 花 束 を 提 供 す る た め
の ラ イ ン を 構 築 し 、ス ー パ ー を 通 し て 販 売 し て
い ま す。気 軽 に 買 う こ と が で き る 安 価 な 花 を 提
供 す る こ と で、消 費 者 の 潜 在 的 ニ ー ズ を 引 き 出
す こ と に 成 功、消 費 者 の 支 持 を 受 け ま し た。旧
来 の ビ ジ ネ ス モ デ ル を 変 革 し 、新 た な 市 場 を 開
発 し た こ と で、年 商60 億 円 ま で 成 長 さ せ る こ
とに成功していま す 。

こ の よ う に、自 社 の 強 み を 活 か し て 新 た な 市
場 戦 略 を 作 り 上 げ 、そ の 中 で 差 別 化 を 図 る こ
と、市 場 の 中 で 差 別 優 位 性 を 確 保 す る こ と が 重
要なのです。

自 社 の 立 ち 位 置 に 沿 っ て ど の マ ー ケ ッ ト を
選 択 す る か、会 社 自 体 が 将 来 に 向 け て 成 長 で き
る 分 野 を 見 定 め る と い う 作 業 が 必 要 と な り ま
す。自 社 が 持 っ て い る 強 み に 徹 底 的 に 磨 き を か
け て い く こ と が 、経 営 ビ ジ ョ ン を 策 定 す る 上 で
求 め ら れ ま す。経 営 理 念 で 会 社 は こ の 生 き 方
を す る、絶 対 に ぶ れ な い と い う 延 長 線 上 で 自
社 の 強 み を し っ か り と 定 義 し て 、方 向 性 を 出
す の で す。ま た、そ の 定 義 自 体 が ど の く ら い の
市 場 を 持 っ て い る か と い う 確 認 作 業 を 行 い ま
す。エ リ ア を 決 め 、ネ ッ ト 上 の ビ ジ ネ ス も 行 う
の で あ れ ば そ こ で ど の よ う な 売 り 方 を し て い
く か、ど の よ う な 提 案 を し て い く か を 決 定 し ま
す。SWOT 分 析 で、自 社 の 内 部 要 因 と し て の
強 み（Streng ths）と 強 み （ Weakness）、外
部 要 因 と し て の 機 会 （ Opportuni t i es）、脅 威

（Threat）を 洗 い 出 し 、弱 み を リ ス ク ヘ ッ ジ し
な が ら 強 み を 機 会 に 生 か す 方 向 に 持 っ て い き
ます。

世 の 中 の 変 化 の ス ピ ー ド が 非 常 に 速 く な っ
て い る た め、マ ー ケ ッ ト と 業 界 全 体 の 技 術 開 発
の ス ピ ー ド を チ ェ ッ ク し て い な い と、マ ー ケ ッ
ト が 見 え て こ な く な り ま す。IT 関 連 な ど は そ
の 典 型 例 で、自 動 車 業 界 もAI の 市 場 に 飲 み 込
ま れ る 形 に な り、自 動 車 業 界 が 下 請 け に な る と
の 見 方 す ら あ り ま す。ト ヨ タ 自 動 車 な ど はAI
の 開 発 を 社 内 に 切 り 替 え て い ま す が、単 に Ａ Ｉ
を 搭 載 し 自 動 運 転 に す る と い う 次 元 で は な く、
Ａ Ｉ で ト ヨ タ と し て 社 会 に ど う 貢 献 で き る か
と い う 視 点 で 新 た な サ ー ビ ス を 開 発 す る と い
う こ と で す。そ う し な い と 主 導 権 を 奪 わ れ る リ
スクがあるためです。

将 来 に 向 け て 環 境 要 因 の 仮 説 を 立 て る 必 要
性 は 従 来 と 比 べ て 格 段 に 増 し て い ま す 。3 年
後 の あ る べ き 姿 を 模 索 す る た め に も、常 に5 年
後、10 年 後 に 向 け た 環 境 要 因 の 変 化 を ウ ォ ッ
チ し て い な い と 仮 設 を 立 て る こ と が で き ま せ
ん。そ れ に 対 し て、自 社 の 強 み を 反 映 し て い く
作業の繰り返しを行っていくのです。

販 売 力 が ネ ッ ト に お け る 提 案 力 と な っ て い
る 側 面 が あ り、情 報 発 信 力 の 力 が 企 業 業 績 を 大
き く 左 右 し ま す。BtoB（ 企 業 間 取 引 ）あ る い
はBtoC （ 対 消 費 者 取 引 ）が 大 き い に し て も、
ロ ン グ テ ー ル の 法 則 の 方 が 強 く な っ て い る た
め、一 概 に 経 営 ビ ジ ョ ン の 策 定 が ラ ン チ ェ ス
タ ー の 法 則 だ け で は 説 明 で き な く な っ て い ま
す。

ネ ッ ト の 中 で ど こ ま で 見 せ て い く か と い う
こ と が 課 題 と な り、商 品 活 動 に お け る 差 別 優 位
性 を 狙 い、ラ イ バ ル が 手 掛 け て い な い 分 野 の 商
品 開 発 を 行 い ま す。そ の 際 に は、当 社 し か で き
ないもの、商品開発力がポイントとなります。

環境要因の変化を常にチェックする

Strengths（強み）、Weakness（弱み）、Opportunities（機会）、
Threat（脅威）の4つの軸から組織を評価する手法

ロングテールの法則 ランチェスターの法則
インターネットを通じた販売で、売上の多くを占める商
品以外の「販売機会の少ない商品」を大量に揃えること
で、全体の売上を大きくする手法を指す。

弱者（中小企業）は、強者（大企業）に差別化できる武器（商
品、ソリューション、技術など）を持ち、絞り込まれたニッ
チな市場で戦わなければならない。

SWOT分析SWOT分析
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中小企業のための助成金活用法

「人材開発支援助成金　教育訓練休暇等制度」
今回は、「人材開発支援助成金　教育訓練休暇制度」を紹介します。
人材開発支援助成金（制度導入助成）は、事業主または事業主団体等が継続して人材育成に取り組

むために、人材育成制度を新たに導入し、その制度に基づき被保険者に実施した場合に、一定額を助
成するものです。
そのうち、教育訓練休暇等制度は自発的な教育訓練を受講する労働者に教育訓練休暇制度または
教育訓練短時間勤務制度（以下、教育訓練休暇等）を取得させる制度を導入し、実施した場合に助成
するものです。

● 支給の流れ（概要）

　① 制度導入・適用計画届の提出（制度導入の前日から起算して１カ月前まで）
　　・導入する制度の実施計画の作成　
　　・事業内職業能力開発計画の作成、職業能力開発推進者の選任が必要
　② 制度の導入
　　　制度を規定した就業規則等を作成し、労働基準監督署に届け出
　③ 制度の実施
　　　教育訓練休暇等を取得させる
　④ 支給申請
　　最低適用日数を満たす者が教育訓練休暇等を取得した日の翌日から起算して 6カ月間経過した
日から 2カ月以内に、支給申請書を主たる事業所を管轄する労働局に提出

● 適用日数
教育訓練休暇等制度については、雇用保険被保険者数に応じた適用延べ日数以上の休暇の取得が必要と
なります。

雇用保険被保険者数 最低適用日数
50 人以上 25 日以上
40 人以上 50 人未満 20 日以上
30 人以上 40 人未満 15 日以上
20 人以上 30 人未満 10 日以上
20 人未満 5日以上

● 支給額

47.5万円〈60 万円〉
※上記金額は中小企業に対する支給額、〈  〉内は生産性要件を満たした場合の支給額

※生産性要件＝助成金の支給申請を行う直近の会計年度における「生産性」が、その3年前に比べ6％以上伸びていること、等

INFO 詳しくは、当事務所（☎︎042-627-0521）までお問い合わせください。
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News最低賃金引上げ額は「平均25円」で過去最大の上げ幅に！

● 引上げ額は全国平均で 25円
7 月 27 日に開催された厚生労働省の第 49 回中央最低賃金

審議会において、今年度（平成 29 年度）の地域別最低賃金
額改定の目安が公表されました。

今年度の引上げ額の全国加重平均は 25円（昨年度 24 円）、
改定額の全国加重平均額は 823 円（同 798 円）となってい
ます。

● 全都道府県で 20円を超える目安額に
各都道府県に適用される目安のランクは以下のようになっています（都道府県の経済実態の応じ、全

都道府県を ABCD の 4 ランクに分けて、引上げ額の目安を示しています）。

各都道府県に適用される目安

　

● 改定は 10月から
今後、各地方最低賃金審議会において上記の目安を参考にしつつ、それぞれの地域における賃金

実態調査などを踏まえて、各都道府県労働局長が地域別最低賃金額を決定します（9 月 30 日から
10 月中旬までの間に順次発効される予定です）。

上記の目安額通りに最低賃金が決定されると、最低賃金が時給で決まるようになった平成 14 年
以降、過去最高額となる引上げとなります。

Aランク
（引上げ額26円）

Bランク
（引上げ額25円）

Cランク
（引上げ額24円）

Dランク
（引上げ額22円）

全都道府県で20円を超える目安額となっており、引上げ率は昨年度と同じ3.0%です。

埼玉、千葉、東京、
神奈川、愛知、大阪

茨城、富山、長野、静岡、
京都、広島など

北海道、宮城、群馬、
新潟、岐阜、山口など

青森、岩手、福島、鳥取、
長崎、鹿児島、沖縄など

6
都府県

11
府県

14
道県

16
県
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Column

学生アルバイトでも、無期転換を申請する権利は生じます。無期転換の申し出をするか、しないかは学生
アルバイト本人の意思です。もし、申し出があれば無期転換にしなければなりません。

「働き方改革」 9つの重点項目にどう対応するか　その2

Column

新たな賃金制度構築に向けた労使の取り組みが求められる
今回から、働き方改革の 9 つの重点項目のうち特に重要なテーマについて見ていきます。①の「非正規雇
用の処遇改善」に関して示されているのが、同一労働同一賃金の導入です。

同一労働同一賃金とは、いわゆる正規雇用労働者（無期雇用フルタイム労働者）と非正規雇用労働者（有
期雇用労働者、パートタイム労働者、派遣労働者）の間の不合理な処遇差の解消を目指すものです。政府は、
昨年 12 月に公表した「同一労働同一賃金ガイドライン案」で実現に向けた指針を示しています。

賃金等の処遇は労使間で決定されることが基本ですが、我が国では正規雇用労働者と非正規雇用労働者の
間に欧州と比較して大きな処遇差があります。政府はこの問題の対処に当たり、同一労働同一賃金の考え方
が広く普及しているといわれる欧州制度の実態も参考としながら検証した結果、それぞれの国の労働市場全
体の構造に応じた政策とすることが重要との示唆を得た、としています。

我が国の場合、基本給をはじめ、賃金の決まり方がさまざまな要素が組み合わされている場合も多く、同
一労働同一賃金の実現に向け、今後、各企業が職務や能力等の内容の明確化と、それに基づく公正な評価を
推進し、それに則った賃金制度を、労使の話し合いにより可能な限り速やかに構築していくことが、同一労
働同一賃金の実現に望ましいとしています。

政府はガイドライン案をもとに、法改正の立案作業を進め、本ガイドライン案については、関係者の意見
や法改正案に関する国会審議を踏まえ、最終的に確定する方針です。

ガイドライン案の内容は要確認
ガイドライン案は、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間に実際に待遇差が存在する場合に参照される

ことを目的としており、「基本給」「手当」「福利厚生」について、問題とならない例、問題となる例を具体
的に示しています。

基本給については、次のようなケースを例示しています。

　① 基本給について、労働者の職業経験・能力に応じて支給しようとする場合
　② 基本給について、労働者の業績・成果に応じて支給しようとする場合
　③ 基本給について、労働者の勤続年数に応じて支給しようとする場合

このうち②のケースでは、以下の内容を問題となる例として挙げています。
『基本給の一部について労働者の業績・成果に応じて支給しているＣ社において、正社員が販売目標を達

成した場合に行っている支給を、パートタイム労働者であるＸが（労働時間が短いにも関わらず）正社員の
販売目標に届かない場合には行っていない。』

同一労働同一賃金の導入に向けて、何が問題とならず、問題となるか。その基準を把握しておくためにも
一度ガイドラインに目を通しておくことをお勧めします。

厚生労働省「同一労働同一賃金特集ページ」から確認できます。
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000144972.html
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